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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第49期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期 
連結累計期間

第50期
第３四半期 
連結累計期間

第49期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 89,130 95,791 121,203 

経常利益 (百万円) 12,650 13,274 15,230 

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,290 7,344 9,007 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,594 6,288 8,405 

純資産額 (百万円) 81,874 88,292 84,275 

総資産額 (百万円) 100,078 106,915 107,551 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 81.97 81.92 101.16 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 81.82 81.76 100.93 

自己資本比率 (％) 81.4 82.1 77.9 

回次
第49期

第３四半期 
連結会計期間

第50期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.34 28.60 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

特記事項はありません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による生産活動の大幅な低下に加え、原

子力発電所の事故に起因する全国的な電力不足によって甚大なる損害を受けました。また、震災による供給網の寸

断は、国内のみならず海外各国の生産活動に対しても大きく影響を及ぼすに至りました。さらに、これまで強い経

済成長を続けてきた中国は金融政策の引き締めなどにより実質ＧＤＰ成長率が減速し、欧米においても経済成長が

減速感を示すなど、世界経済は厳しさを増しました。当社グループの顧客である機械製造業界においても、国内輸

出企業を中心とした設備投資や、アジア各国における生産活動が伸び悩む厳しい情勢となりました。欧州債務危機

の深刻化に伴い世界経済に対する不安が高まっていることに加え、タイにおいて多くの製造業の生産設備が大洪水

により深刻な打撃を受けるなど、先行き不透明感は増してきております。 

このような環境の中においても、当社グループは高品質・短納期・低価格を追求するとともに高い納期遵守率を

維持しています。さらに、海外の全現地法人に導入したウェブカタログやウェブ受注システムにより、「設計時

間・発注の手間を削減したい」という顧客の潜在ニーズに応えるなど、価格だけでなく利便性の向上にも取り組ん

でいます。国際市場では、アジアを中心に営業拠点を拡充することで販売力を強化すると同時に、最適調達を目的

とした現地生産・現地調達の取り組みも着実に実を結んでおります。 

この結果、連結売上高は、957億９千１百万円、対前年同期比で66億６千１百万円（7.5％）の増収となりまし

た。利益面につきましては、上述したような積極施策を継続し、それに合わせた人員増加などの将来の成長に向け

た施策を予定通り実行した先行投資負担などにより、営業利益は130億１百万円、対前年同期比同額となりまし

た。経常利益は132億７千４百万円、対前年同期比で６億２千４百万円（4.9％）の増益、2011年12月公布の税制改

正を受けて繰延税金資産の一部を取り崩した結果、四半期純利益は73億４千４百万円、対前年同期比で５千３百万

円（0.7％）の増益となりました。 

  

・報告セグメントの業績 

①自動化事業 

主要顧客層である自動車業界では、震災による生産の混乱状態から徐々に生産活動を正常化してきた反面、液

晶・半導体などのエレクトロニクス関連業界では生産活動の停滞が継続しました。そのような状況下、当社グル

ープは国際市場においてミスミモデルを浸透させることで顧客数を拡大、売上高は592億８千５百万円となり、

前年同期比では43億５千４百万円（7.9％）の増収となりました。営業利益は93億９百万円となり、前年同期比

では２億１千５百万円（△2.3％）の減益となりました。 

②金型部品事業 

金型部品事業は、主要顧客である自動車関連業界で一部明るい兆しが出てきたものの、電機・電子業界の生産

稼動の低迷が継続、売上高は203億８千３百万円となり、前年同期比では５億７千１百万円（2.9％）の増収とな

りました。営業利益は17億１千９百万円となり、前年同期比では３千４百万円（2.0％）の増益となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 3 ―



  
③エレクトロニクス事業 

エレクトロニクス事業は、液晶・半導体業界の低迷の影響はあったものの、売上高は90億４千７百万円とな

り、前年同期比では７億２千１百万円（8.7％）の増収となりました。営業利益は11億１千４百万円となり、前

年同期比では２億３千２百万円（△17.3％）の減益となりました。 

④多角化事業 

多角化事業は、機械加工用工具・消耗品関連事業（ファクトリーサプライ事業部担当）、及び動物病院向け医

療消耗品関連事業（㈱プロミクロス）より構成されています。ファクトリーサプライ事業の主力商品である超硬

エンドミルの販売が好調に推移したことで、多角化事業の売上高は72億７千５百万円となり、前年同期比では４

億９千万円（7.2％）の増収となりました。営業利益は４億４千２百万円となり、前年同期比では１千７百万円

（△3.9％）の減益となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ６億３千５百万円減少し、1,069億１千５百万

円となりました。この主な要因は、流動資産が２千万円減少したこと、有形固定資産が６千万円増加したこと、ソ

フトウエア等の無形固定資産が２億６千５百万円増加したこと、及び投資有価証券等の投資その他資産が９億４千

１百万円減少したことであります。 

総負債は前連結会計年度末に比べ46億５千１百万円減少し、186億２千３百万円となりました。この主な要因

は、支払手形及び買掛金が８億３百万円減少したこと、未払法人税等が25億７千１百万円減少したこと、賞与引当

金が９億２千２百万円減少したことにより流動負債が47億９千５百万円減少したこと、及び退職給付引当金等の固

定負債が１億４千３百万円増加したことであります。 

純資産は前連結会計年度末に比べ40億１千６百万円増加し、882億９千２百万円となりました。この主な要因

は、利益剰余金が54億８千７百万円増加したこと、自己株式が△13億９千８百万円増加したこと、新株予約権行使

により資本金・資本剰余金が合計９億２千９百万円増加したことにより、株主資本が50億１千７百万円増加したこ

と、為替換算調整勘定等のその他の包括利益累計額が10億５千５百万円減少したことであります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  
(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億２千１百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 提出日現在の発行数には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

３ 単元株式数は100株であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  新株予約権の行使による増加であります。 

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 340,000,000 

計 340,000,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月３日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 90,381,784 90,381,784 
東京証券取引所 
（市場第一部）

(注)１、３

計 90,381,784 90,381,784 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年10月１日～ 
平成23年12月31日(注) 15 90,381 13 5,805 13 12,503 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載しております。 

  

① 【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ  

2,400株(議決権24個)及び28株含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式67株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

(退任役員) 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 普通株式 385,400

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 89,912,500 899,125 同上

単元未満株式 
 
普通株式 67,984 ― 同上

発行済株式総数 90,365,884 ― ― 

総株主の議決権 ― 899,125 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ミスミグループ本社 

東京都江東区東陽
二丁目４番43号 385,400 ― 385,400 0.4 

計 ― 385,400 ― 385,400 0.4 

２ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役副社長 ― 有 賀 貞 一 平成23年９月30日
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 35,763 33,400

受取手形及び売掛金 25,964 26,363

有価証券 4,866 5,345

商品及び製品 9,082 10,318

仕掛品 906 920

原材料及び貯蔵品 2,549 2,742

その他 3,177 3,004

貸倒引当金 △326 △130

流動資産合計 81,985 81,965

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,006 6,601

機械装置及び運搬具（純額） 3,338 3,363

土地 3,889 3,794

その他（純額） 838 1,373

有形固定資産合計 15,073 15,133

無形固定資産   

ソフトウエア 4,183 4,549

のれん 488 306

その他 247 328

無形固定資産合計 4,919 5,185

投資その他の資産   

投資有価証券 3,229 2,188

その他 2,462 2,559

貸倒引当金 △117 △115

投資その他の資産合計 5,573 4,632

固定資産合計 25,566 24,950

資産合計 107,551 106,915
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,567 7,764

短期借入金 900 1,000

未払法人税等 4,907 2,336

賞与引当金 1,660 738

役員賞与引当金 275 383

その他 4,249 3,544

流動負債合計 20,562 15,766

固定負債   

退職給付引当金 2,026 2,171

役員退職慰労引当金 424 419

その他 263 267

固定負債合計 2,713 2,857

負債合計 23,275 18,623

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,340 5,805

資本剰余金 15,112 15,576

利益剰余金 66,235 71,723

自己株式 △651 △2,050

株主資本合計 86,036 91,054

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 30 △59

為替換算調整勘定 △2,252 △3,217

その他の包括利益累計額合計 △2,221 △3,276

新株予約権 460 514

純資産合計 84,275 88,292

負債純資産合計 107,551 106,915
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 89,130 95,791

売上原価 52,944 56,735

売上総利益 36,185 39,055

販売費及び一般管理費 23,183 26,054

営業利益 13,001 13,001

営業外収益   

受取利息 109 142

貸倒引当金戻入額 － 197

雑収入 180 135

営業外収益合計 290 475

営業外費用   

売上割引 18 23

為替差損 519 165

雑損失 102 13

営業外費用合計 640 201

経常利益 12,650 13,274

特別利益   

固定資産売却益 3 －

資産除去債務履行差額 37 －

関係会社株式売却益 14 －

特別利益合計 55 －

特別損失   

投資有価証券評価損 － 5

関係会社株式売却損 94 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 68 －

特別損失合計 163 5

税金等調整前四半期純利益 12,543 13,269

法人税等 5,252 5,924

少数株主損益調整前四半期純利益 7,290 7,344

四半期純利益 7,290 7,344
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 7,290 7,344

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5 △90

為替換算調整勘定 △741 △965

持分法適用会社に対する持分相当額 50 －

その他の包括利益合計 △696 △1,055

四半期包括利益 6,594 6,288

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,594 6,288

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

（単位：百万円） 

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日)

減価償却費 1,587 

のれんの償却額 136 

減価償却費 2,018 

のれんの償却額 181 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 709 8.0 平成22年３月31日 平成22年６月18日

平成22年11月５日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 864 9.7 平成22年９月30日 平成22年12月13日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 939 10.5 平成23年３月31日 平成23年６月20日

平成23年10月31日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 917 10.2 平成23年９月30日 平成23年12月12日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 

 
  

 報告セグメント 四半期連結 
損益計算書 

計上額 自動化事業 金型部品事業
エレクトロ 
ニクス事業

多角化事業 計 調整額

売上高     

外部顧客への売上高 54,931 19,812 8,325 6,784 89,854 △724 89,130 

セグメント間の内部売上高 ― ― ― ― ― ― ―

計 54,931 19,812 8,325 6,784 89,854 △724 89,130 

セグメント利益 9,524 1,685 1,347 460 13,018 △17 13,001 

（単位：百万円）

売上高 金額

報告セグメント計 89,854 

連結子会社の決算日と連結決算日が異なる事による調整 △724

四半期連結損益計算書の売上高 89,130 

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 13,018 

連結子会社の決算日と連結決算日が異なる事による調整 125 

その他の調整額 △143

四半期連結損益計算書の営業利益 13,001 
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当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

 
  

 報告セグメント 四半期連結 
損益計算書 

計上額 自動化事業 金型部品事業
エレクトロ 
ニクス事業

多角化事業 計 調整額

売上高     

外部顧客への売上高 59,285 20,383 9,047 7,275 95,991 △200 95,791 

セグメント間の内部売上高 ― ― ― ― ― ― ―

計 59,285 20,383 9,047 7,275 95,991 △200 95,791 

セグメント利益 9,309 1,719 1,114 442 12,587 413 13,001 

（単位：百万円）

売上 金額

報告セグメント計 95,991 

連結子会社の決算日と連結決算日が異なる事による調整 △200

四半期連結損益計算書の売上高 95,791 

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 12,587 

連結子会社の決算日と連結決算日が異なる事による調整 458 

その他の調整額 △44

四半期連結損益計算書の営業利益 13,001 
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（補足情報） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１. 地域に関する情報 

(1)売上高 

                              （単位：百万円） 

 
     (注) １ 売上高は当社及び連結子会社の本邦と本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

     ２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ３ 各区分に属する主な国又は地域 

      (1)アジア・・・・・・・・台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国 

      (2)北米・南米・・・・・・アメリカ・カナダ・南米諸国 

      (3)ヨーロッパ・・・・・・イギリス・ドイツ・他の欧州諸国 

(2)有形固定資産 

（単位：百万円） 

 
  

２ のれんに関する報告セグメント別情報 

                     （単位：百万円） 

 
  

日本 アジア 北米・南米 ヨーロッパ 計

64,743 18,884 3,390 2,111 89,130 

日本 ベトナム その他 計

11,443 1,867 1,605 14,916 

 自動化事業 金型部品事業 多角化事業 計

当第３四半期 
連結累計期間償却額

162 △28 2 136 

当第３四半期末残高 545 △12 ― 533 
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当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

１. 地域に関する情報 

(1)売上高 

                              （単位：百万円） 

 
     (注) １ 売上高は当社及び連結子会社の本邦と本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

     ２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ３ 各区分に属する主な国又は地域 

      (1)アジア・・・・・・・・台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国 

      (2)北米・南米・・・・・・アメリカ・カナダ・南米諸国 

      (3)ヨーロッパ・・・・・・イギリス・ドイツ・他の欧州諸国 

(2)有形固定資産 

（単位：百万円） 

 
  

２. のれんに関する報告セグメント別情報 

                     （単位：百万円） 

 
  

(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

日本 アジア 北米・南米 ヨーロッパ 計

69,314 19,931 3,843 2,702 95,791 

日本 ベトナム その他 計

11,127 2,427 1,577 15,133 

 自動化事業 金型部品事業 計

当第３四半期 
連結累計期間償却額

184 △2 181 

当第３四半期末残高 306 ― 306 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第50期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）剰余金の配当（中間配当）については、平成23

年10月31日開催の取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次の

とおり剰余金の配当（中間配当）を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                    917百万円 

② １株当たりの金額                    10.2 円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成23年12月12日 

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 81.97円 81.92円

    (算定上の基礎)  

    四半期純利益金額(百万円) 7,290 7,344 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 7,290 7,344 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 88,946 89,652 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 81.82円 81.76円

    (算定上の基礎)  

    普通株式増加数(千株) 157 182 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ―

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月１日

株式会社 ミスミグループ本社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ミスミグループ本社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結
会計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日
から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミスミグループ本社及び連結子会
社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    中    川    正    行    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    早    稲    田    宏    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月３日 

【会社名】 株式会社ミスミグループ本社 

【英訳名】 MISUMI Group Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長・ＣＥＯ  三 枝  匡 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員・ＣＦＯ 真 田 佳 幸 

【本店の所在の場所】 東京都江東区東陽二丁目４番43号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役会長・ＣＥＯ三枝匡及び当社取締役常務執行役員・ＣＦＯ真田佳幸は、当社の第50期第

３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令

に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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